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議第２１号 

 

平成３１年度富士宮市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 平成３１年度富士宮市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 13,734,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は､

 600,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 

 

平成３１年２月８日 提出 

 

                                            静岡県富士宮市長 須 藤 秀 忠 

 

 

 

 

 

 



　　　　　　　　　　　　 第１表　歳入歳出予算

 （歳入） (単位　千円)

款 項

 1 国 民 健 康 保 険 税 ２，９４０，８６３

 1 国 民 健 康 保 険 税 ２，９４０，８６３

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 １，２００

 1 手 数 料 １，２００

 3 国 庫 支 出 金 ２

 1 国 庫 補 助 金 ２

 4 県 支 出 金 ９，６０２，１２９

 1 県 補 助 金 ９，６０２，１２９

 5 財 産 収 入 １００

 1 財 産 運 用 収 入 １００

 6 繰 入 金 １，１５３，０５５

 1 他 会 計 繰 入 金 ８８７，０５５

 2 基 金 繰 入 金 ２６６，０００

 7 繰 越 金 １０，００１

 1 繰 越 金 １０，００１

 8 諸 収 入 ２６，６５０

 1 延 滞 金 及 び 過 料 １６，４０６

 2 預 金 利 子 １０

 3 雑 入 １０，２３４

１３，７３４，０００

金 額

歳 入 合 計
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 （歳出） (単位　千円)

款 項

 1 総 務 費 １６８，２５４

 1 総 務 管 理 費 １５３，９０８

 2 徴 税 費 １３，９９５

 3 運 営 協 議 会 費 ３５１

 2 保 険 給 付 費 ９，４６９，１１５

 1 療 養 諸 費 ８，２２３，２０９

 2 高 額 療 養 費 １，１８８，６８２

 3 移 送 費 ２５０

 4 出 産 育 児 諸 費 ４６，２２４

 5 葬 祭 諸 費 １０，７５０

 3 保 険 事 業 費 納 付 金 ３，９３８，１２６

 1 医 療 給 付 費 ２，７４４，７６６

 2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 ８６６，８３３

 3 介 護 納 付 金 ３２６，５２７

 4 保 健 事 業 費 １３４，９０２

 1 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 １０９，１２２

 2 保 健 事 業 費 ２５，７８０

 5 基 金 積 立 金 １００

 1 基 金 積 立 金 １００

 6 公 債 費 ５００

 1 公 債 費 ５００

 7 諸 支 出 金 １３，００３

 1 償 還 金 及 び 還 付 金 １３，００３

 8 予 備 費 １０，０００

 1 予 備 費 １０，０００

１３，７３４，０００

金 額

歳 出 合 計
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳入歳出予算  事項別明細書

１　総括

(歳入)

款

 1 国 民 健 康 保 険 税 2,940,863

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 1,200

 3 国 庫 支 出 金 2

 4 県 支 出 金 9,602,129

 5 財 産 収 入 100

 6 繰 入 金 1,153,055

 7 繰 越 金 10,001

 8 諸 収 入 26,650

13,734,000

本 年 度 予 算 額

歳 入 合 計
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳入歳出予算  事項別明細書

(単位　千円)

3,166,878 △226,015

1,200 0

2 0

9,814,212 △212,083

100 0

990,876 162,179

10,001 0

40,731 △14,081

14,024,000 △290,000

前 年 度 予 算 額 比 較
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(歳出)

款

 1 総 務 費 168,254 168,684 △430

 2 保 険 給 付 費 9,469,115 9,723,215 △254,100

 3 保 険 事 業 費 納 付 金 3,938,126 3,971,607 △33,481

 4 保 健 事 業 費 134,902 136,891 △1,989

 5 基 金 積 立 金 100 100 0

 6 公 債 費 500 500 0

 7 諸 支 出 金 13,003 13,003 0

 8 予 備 費 10,000 10,000 0

13,734,000 14,024,000 △290,000歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較
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(単位 千円)

164,324 3,930

9,398,970 30,800 39,345

162,830 3,775,296

40,329 2,525 92,048

100

500

13,003

10,000

9,602,129 197,749 3,934,122

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特 定 財 源 一 般
財 源国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２　歳入

(款) 1 国民健康保険税

目

 1 一般被保険者国民健康保険税 2,922,339 3,126,902 △ 204,563

 2 退職被保険者等国民健康保険税 18,524 39,976 △ 21,452

計 2,940,863 3,166,878 △ 226,015

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 10 -



(項) 1 国民健康保険税 （単位　千円）

節   

 1 医療給付費分現年課税 1,911,722

分

 2 後期高齢者支援金分現 649,985

年課税分

 3 介護納付金分現年課税 189,015

分

 4 医療給付費分滞納繰越 103,279

分

 5 後期高齢者支援金分滞 45,161

納繰越分

 6 介護納付金分滞納繰越 23,177

分

 1 医療給付費分現年課税 7,845

分

 2 後期高齢者支援金分現 2,667

年課税分

 3 介護納付金分現年課税 2,054

分

 4 医療給付費分滞納繰越 3,254

分

 5 後期高齢者支援金分滞 1,019

納繰越分

 6 介護納付金分滞納繰越 1,685

分

区 分 金 額
説 明

(款) 1 国民健康保険税- 国保 11 -



(款) 2 使用料及び手数料

目

 1 督促手数料 1,200 1,200 0

計 1,200 1,200 0

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 手数料 （単位　千円）

節   

 1 督促手数料 1,200 国民健康保険税督促手数料

金 額
説 明

区 分

(款) 2 使用料及び手数料- 国保 13 -



(款) 3 国庫支出金

目

 1 災害臨時特例補助金 1 1 0

 2 特定健康診査補助金 1 1 0

計 2 2 0

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 国庫補助金 （単位　千円）

節   

 1 災害臨時特例補助金 1

 1 特定健康診査補助金 1

金 額
説 明

区 分

(款) 3 国庫支出金- 国保 15 -



(款) 4 県支出金

目

 1 保険給付費等交付金 9,602,129 9,814,212 △ 212,083

計 9,602,129 9,814,212 △ 212,083

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 県補助金 （単位　千円）

節   

 1 普通交付金 9,398,970

 2 特別交付金 203,159 保険者努力支援分 63,494

特別調整交付金 10,512

県繰入金 93,874

特定健康診査等負担金 35,279

金 額
説 明

区 分

(款) 4 県支出金- 国保 17 -



(款) 5 財産収入

目

 1 利子及び配当金 100 100 0

計 100 100 0

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 財産運用収入 （単位　千円）

節   

 1 利子及び配当金 100 保険給付等支払準備基金利子

金 額
説 明

区 分

(款) 5 財産収入- 国保 19 -



(款) 6 繰入金

目

 1 一般会計繰入金 887,055 910,876 △ 23,821

計 887,055 910,876 △ 23,821

(款) 6 繰入金

目

 1 保険給付等支払準備基金繰入金 266,000 80,000 186,000

計 266,000 80,000 186,000

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 20 -



(項) 1 他会計繰入金 （単位　千円）

節   

 1 保険基盤安定繰入金　 408,744

（保険税軽減分）

 2 保険基盤安定繰入金　 246,573

（保険者支援分）

 3 職員給与費等繰入金 166,849

 4 出産育児一時金繰入金 30,800

 5 財政安定化支援事業繰 34,089

入金

(項) 2 基金繰入金 （単位　千円）

節   

 1 保険給付等支払準備基 266,000

金繰入金

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

(款) 6 繰入金- 国保 21 -



(款) 7 繰越金

目

 1 繰越金 10,001 10,001 0

計 10,001 10,001 0

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 繰越金 （単位　千円）

節   

 1 療養給付費交付金繰越 1

金

 2 その他繰越金 10,000

金 額
説 明

区 分

(款) 7 繰越金- 国保 23 -



(款) 8 諸収入

目

 1 延滞金 16,406 30,287 △ 13,881

計 16,406 30,287 △ 13,881

(款) 8 諸収入

目

 1 預金利子 10 10 0

計 10 10 0

(款) 8 諸収入

目

 1 第三者納付金 10,100 10,300 △ 200

 2 返納金 132 132 0

 3 雑入 2 2 0

計 10,234 10,434 △ 200

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 延滞金及び過料 （単位　千円）

節   

 1 一般被保険者延滞金 15,406

 2 退職被保険者等延滞金 1,000

(項) 2 預金利子 （単位　千円）

節   

 1 預金利子 10

(項) 3 雑入 （単位　千円）

節   

 1 一般被保険者第三者納 10,000 損害賠償請求権代位取得に基づく徴収金

付金

 2 退職被保険者等第三者 100 損害賠償請求権代位取得に基づく徴収金

納付金

 1 一般被保険者返納金 120 無資格者返納金

 2 退職被保険者返納金 12 無資格者返納金

 1 雑入 2 返還金 1

軽減特例措置分交付金 1

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

(款) 8 諸収入- 国保 25 -



３　歳出

(款)  1 総務費

目

 1 一般管理費 149,978 148,432 1,546 149,978

 2 連合会負担金 3,930 4,005 △75

計 153,908 152,437 1,471 149,978

(款)  1 総務費

目

 1 賦課徴収費 13,995 15,896 △1,901 13,995

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

本 年 度 の 財 源
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(項)  1 総務管理費 （単位  千円）

節       

 1 報酬 4,677 人件費（一般職） 111,523

 2 給料 55,406 一般職給 55,406  

 3 職員手当等 38,034 扶養手当 1,116  

扶養手当 1,116  地域手当 1,717  

地域手当 1,717  住居手当 1,434  

住居手当 1,434  通勤手当 1,647  

通勤手当 1,647  特殊勤務手当 84  

特殊勤務手 84  時間外勤務手当 7,650  

当 管理職手当 687  

時間外勤務 7,650  期末手当 13,319  

手当 勤勉手当 9,300  

管理職手当 687  児童手当 1,080  

期末手当 13,319  市町村職員共済組合負担金 17,987  

勤勉手当 9,300  地方公務員災害補償基金負担金 96  

児童手当 1,080  一般諸経費 38,455

 4 共済費 20,848 嘱託員報酬 4,677  

 5 災害補償費 1 社会保険料 2,765  

 9 旅費 101 災害補償費 1  

10 交際費 5 費用弁償 6  

11 需用費 1,597 普通旅費 95  

消耗品費 982  交際費 5  

印刷製本費 615  消耗品費 982  

12 役務費 2,960 印刷製本費 615  

郵便料 2,960  郵便料 2,960  

13 委託料 4,547 国保実績報告システム等保守委託料 330  

14 使用料及び 183 国保システム支援委託料 4,217  

賃借料 複写機使用料 50  

19 負担金補助 21,619 施設使用料 133  

及び交付金 電算業務負担金 21,619  

3,930 19 負担金補助 3,930 各種団体会費等負担金 3,930

及び交付金 県国保団体連合会負担金 3,930  

3,930

(項)  2 徴税費 （単位  千円）

節       

 1 報酬 2,345 国保賦課徴収費 13,995

 7 賃金 1,888 嘱託員報酬 2,345  

 9 旅費 9 臨時職員賃金 1,888  

11 需用費 459 普通旅費 9  

説 明
区 分 金 額

内 訳

一 般
財 源

内 訳

区 分 金 額
説 明一 般

財 源

(款) 1 総務費- 国保 27 -



(款)  1 総務費

目

計 13,995 15,896 △1,901 13,995

(款)  1 総務費

目

 1 運営協議会費 351 351 0 351

計 351 351 0 351

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 28 -



(項)  2 徴税費 （単位  千円）

節       

消耗品費 100  消耗品費 100  

印刷製本費 359  印刷製本費 359  

12 役務費 6,686 郵便料 5,800  

郵便料 5,800  手数料 886  

手数料 886  コンビニエンスストア収納代行委託料 2,608  

13 委託料 2,608

(項)  3 運営協議会費 （単位  千円）

節       

 1 報酬 333 国保運営協議会運営費 351

 5 災害補償費 1 国保運営協議会委員報酬 333  

 9 旅費 7 災害補償費 1  

12 役務費 10 費用弁償 5  

郵便料 10  普通旅費 2  

郵便料 10  

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分

(款) 1 総務費- 国保 29 -



(款)  2 保険給付費

目

 1 一般被保険者 8,071,400 8,204,295 △132,895 8,071,400

療養給付費

 2 退職被保険者 43,535 85,316 △41,781 43,535

等療養給付費

 3 一般被保険者 70,645 79,288 △8,643 70,645

療養費

 4 退職被保険者 554 1,193 △639 554

等療養費

 5 審査支払手数 37,075 37,581 △506 23,904

料

計 8,223,209 8,407,673 △184,464 8,210,038

(款)  2 保険給付費

目

 1 一般被保険者 1,181,906 1,235,139 △53,233 1,181,906

高額療養費

 2 退職被保険者 5,926 8,165 △2,239 5,926

等高額療養費

 3 一般被保険者 800 600 200 800

高額介護合算

療養費

 4 退職被保険者 50 58 △8 50

等高額介護合

算療養費

計 1,188,682 1,243,962 △55,280 1,188,682

(款)  2 保険給付費

目

 1 一般被保険者 150 150 0 150

移送費

 2 退職被保険者 100 100 0 100

等移送費

計 250 250 0 250

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 30 -



(項)  1 療養諸費 （単位  千円）

節       

19 負担金補助 8,071,400 一般被保険者療養給付 8,071,400

及び交付金 療養給付費負担金 8,071,400  

19 負担金補助 43,535 退職被保険者等療養給付 43,535

及び交付金 療養給付費負担金 43,535  

19 負担金補助 70,645 一般被保険者療養 70,645

及び交付金 療養費負担金 70,645  

19 負担金補助 554 退職被保険者等療養 554

及び交付金 療養費負担金 554  

13,171 12 役務費 37,075 審査支払手数料 37,075

手数料 37,075  手数料 37,075  

13,171

(項)  2 高額療養費 （単位  千円）

節       

19 負担金補助 1,181,906 一般被保険者高額療養費 1,181,906

及び交付金 高額療養費負担金 1,181,906  

19 負担金補助 5,926 退職被保険者等高額療養費 5,926

及び交付金 高額療養費負担金 5,926  

19 負担金補助 800 一般被保険者高額介護合算療養費 800

及び交付金 高額療養費負担金 800  

19 負担金補助 50 退職被保険者等高額介護合算療養費 50

及び交付金 高額療養費負担金 50  

(項)  3 移送費 （単位  千円）

節       

19 負担金補助 150 一般被保険者移送費 150

及び交付金 移送費負担金 150  

19 負担金補助 100 退職被保険者等移送費 100

及び交付金 移送費負担金 100  

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 2 保険給付費- 国保 31 -



(款)  2 保険給付費

目

 1 出産育児一時 46,200 58,800 △12,600 30,800

金

 2 支払手数料 24 30 △6

計 46,224 58,830 △12,606 30,800

(款)  2 保険給付費

目

 1 葬祭費 10,750 12,500 △1,750

計 10,750 12,500 △1,750

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 32 -



(項)  4 出産育児諸費 （単位  千円）

節       

15,400 19 負担金補助 46,200 出産育児一時金 46,200

及び交付金 出産育児一時金 46,200  

24 12 役務費 24 出産育児支払手数料 24

手数料 24  手数料 24  

15,424

(項)  5 葬祭諸費 （単位  千円）

節       

10,750 19 負担金補助 10,750 葬祭費 10,750

及び交付金 葬祭費 10,750  

10,750

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 2 保険給付費- 国保 33 -



(款)  3 保険事業費納付金

目

 1 一般被保険者 2,737,663 2,718,018 19,645 28,398

医療給付費

 2 退職被保険者 7,103 23,352 △16,249

等医療給付費

計 2,744,766 2,741,370 3,396 28,398

(款)  3 保険事業費納付金

目

 1 一般被保険者 864,566 878,443 △13,877 85,142

後期高齢者支

援金等

 2 退職被保険者 2,267 7,147 △4,880

等後期高齢者

支援金等

計 866,833 885,590 △18,757 85,142

(款)  3 保険事業費納付金

目

 1 介護納付金 326,527 344,647 △18,120 49,290

計 326,527 344,647 △18,120 49,290

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 34 -



(項)  1 医療給付費 （単位  千円）

節       

2,709,265 19 負担金補助 2,737,663 一般被保険者医療給付費 2,737,663

及び交付金 一般被保険者医療給付費 2,737,663  

7,103 19 負担金補助 7,103 退職被保険者等医療給付費 7,103

及び交付金 退職被保険者等医療給付費 7,103  

2,716,368

(項)  2 後期高齢者支援金等 （単位  千円）

節       

779,424 19 負担金補助 864,566 一般被保険者後期高齢者支援金等 864,566

及び交付金 一般被保険者後期高齢者支援金等 864,566  

2,267 19 負担金補助 2,267 退職被保険者等後期高齢者支援金等 2,267

及び交付金 退職被保険者等後期高齢者支援金等 2,267  

781,691

(項)  3 介護納付金 （単位  千円）

節       

277,237 19 負担金補助 326,527 介護納付金 326,527

及び交付金 介護納付金 326,527  

277,237

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 3 保険事業費納付金- 国保 35 -



(款)  4 保健事業費

目

 1 特定健康診査 109,122 108,451 671 35,279

等事業費

計 109,122 108,451 671 35,279

(款)  4 保健事業費

目

 1 保健衛生普及 25,780 28,440 △2,660 5,050 2,525

費

計 25,780 28,440 △2,660 5,050 2,525

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 36 -



(項)  1 特定健康診査等事業費 （単位  千円）

節       

73,843  7 賃金 1,987 特定健診特定保健指導事業 109,122

 9 旅費 25 臨時職員賃金 1,987  

11 需用費 317 費用弁償 4  

消耗品費 264  普通旅費 21  

印刷製本費 43  消耗品費 264  

修繕料 10  印刷製本費 43  

12 役務費 2,996 修繕料 10  

郵便料 1,890  郵便料 1,890  

通信料 178  通信料 178  

手数料 928  手数料 928  

13 委託料 103,797 駐車場整理委託料 66  

特定健診委託料 97,152  

特定保健指導委託料 153  

特定健診データ作成委託料 6,426  

73,843

(項)  2 保健事業費 （単位  千円）

節       

18,205  1 報酬 7,575 保健衛生普及事業 25,780

 9 旅費 14 嘱託員報酬 7,575  

11 需用費 91 費用弁償 3  

消耗品費 81  普通旅費 11  

修繕料 10  消耗品費 81  

12 役務費 8,511 修繕料 10  

郵便料 7,815  郵便料 7,815  

手数料 696  手数料 696  

13 委託料 7,292 人間ドック・脳ドック事業委託料 6,909  

19 負担金補助 2,297 ２０代・３０代健診委託料 383  

及び交付金 人間ドック助成金 2,297  

18,205

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 4 保健事業費- 国保 37 -



(款)  5 基金積立金

目

 1 保険給付等支 100 100 0 100

払準備基金積

立金

計 100 100 0 100

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 38 -



(項)  1 基金積立金 （単位  千円）

節       

25 積立金 100 保険給付等支払準備基金積立金 100

保険給付等支払準備基金積立金 100  

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 5 基金積立金- 国保 39 -



(款)  6 公債費

目

 1 一時借入金利 500 500 0

子

計 500 500 0

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 40 -



(項)  1 公債費 （単位  千円）

節       

500 23 償還金利子 500 一時借入金利子 500

及び割引料 一時借入金利子 500  

500

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 6 公債費- 国保 41 -



(款)  7 諸支出金

目

 1 一般被保険者 12,000 12,000 0

保険税還付金

 2 退職被保険者 1,000 1,000 0

等保険税還付

金

 3 償還金 3 3 0

計 13,003 13,003 0

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 国保 42 -



(項)  1 償還金及び還付金 （単位  千円）

節       

12,000 23 償還金利子 12,000 一般被保険者保険税還付金 12,000

及び割引料 保険税還付金 12,000  

1,000 23 償還金利子 1,000 退職被保険者等保険税還付金 1,000

及び割引料 保険税還付金 1,000  

3 23 償還金利子 3 償還金 3

及び割引料 国庫支出金超過交付金返還金 1  

退職者医療交付金返還金 1  

県支出金超過交付金返還金 1  

13,003

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 7 諸支出金- 国保 43 -



(款)  8 予備費

目

 1 予備費 10,000 10,000 0

計 10,000 10,000 0

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 国保 44 -



(項)  1 予備費 （単位  千円）

節       

10,000

10,000

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 8 予備費- 国保 45 -



- 国保 46 - 

給  与  費  明  細  書 
１ 特別職 

（単位 千円） 

区  分 
職員数 

(人) 

給   与   費 
共済費 合  計 備  考 

報   酬 給   料 期末手当 計 

本 

 

年 

 

度 

長 等         

議 員         

その他の

特別職 
20 14,930   14,930  14,930  

計 20 14,930   14,930  14,930  

前 

 

年 

 

度 

長 等         

議 員         

その他の

特別職 
20 14,930   14,930  14,930  

計 20 14,930   14,930  14,930  

比 

 

 

較 

長 等         

議 員         

その他の

特別職 
0 0   0  0  

計 0 0   0  0  

 

２ 一般職 

（１） 総 括 

  (単位 千円） 

区 分 
職員数 

(人) 

給         与         費 
共 済 費 合  計 備  考 

報  酬 給   料 職員手当 計 

本年度 16  55,406 36,954 92,360 18,083 110,443  

前年度 16  54,698 35,388 90,086 17,785 107,871  

比 較 0  708 1,566 2,274 298 2,572  

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（１） 

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 
特殊勤務 

手   当 

時 間 外 

勤務手当 

管 理 職 

手  当 

本年度 1,116 1,717 1,434 1,647 84 7,650 687 

前年度 636 1,681 1,500 1,318 84 7,650 687 

比 較 480 36 △66 329 0 0 0 

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（２） 

区  分 期末手当 勤勉手当 
 

 
    

本年度 13,319 9,300      

前年度 12,959 8,873      

比 較 360 427      



- 国保 47 - 

（２） 給料及び職員手当の増減額明細 

(単位 千円） 

区  分 増 減 額     増 減 事 由 別 内 訳           説     明 備 考      

給  料  708 

給 与 改 定 に 

伴 う 増 減 分 
138   

昇 給 に 

伴 う 増 加 分 
1,086 平均昇給率     2.1％ 対象職員数 15人 

その他の増減分 △ 516 職員の変動等による増減 

職員数 

本年度 16人 

前年度 16人 

増 減 0人 

職員手当 1,566 

制 度 改 正 に 

伴 う 増 減 分 
477 勤勉手当  

その他の増減分 1,089 その他  

 
(３) 給料及び職員手当の状況 

 （ア）級別職員数 

区 分 

平成３１年１月１日 現在 平成３０年１月１日 現在 

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

８級         

７級 1 6.3   1 6.2   

６級 1 6.3   1 6.2   

５級 1 6.3   1 6.2   

４級 4 25.0   3 18.8   

３級 2 12.5   2 12.5   

２級 5 31.1   6 37.6   

１級 2 12.5   2 12.5   

計 16 100.0   16 100.0   

 



- 国保 48 - 

 (級別の標準的な職務内容） 

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

一  般 

行政職 

部 長 

参 事 

課 長 

参 事 

室 長 

主 幹 

係  長 

主任主査 

特に高度の

知識及び経

験を必要と

する主査 

主 査 主 事 事務員 

技  能 

労務職 
        

 
（イ）職員一人当たり給与 

区  分 
平成３１年１月１日  現在 平成３０年１月１日  現在 

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 279,937円  276,229円  

平均給与月額 322,668円  342,013円  

平 均 年 齢 37歳1月  37歳2月  

 

（ウ）初任給 

区  分 一般行政職 技能労務職 
国 の 制 度 

一般行政職 技能労務職 

高校卒 153,000円 148,600円 148,600円 146,000円 

大学卒 187,200円  180,700円  

 

（エ）期末勤勉手当の支給率 

区 分 
支給期別支給率 支給率計 

（月分） 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置           
備  考 

６月 １２月 

本 年 度     
(1.175) 

2.225 

(1.175) 

2.225 

(2.35) 

4.45 
有  

前 年 度     
(1.075) 

2.125 

(1.275) 

2.325 

(2.35) 

4.45 
有  

国の制度 
(1.175) 

2.225 

(1.175) 

2.225 

(2.35) 

4.45 
有  

（ ）内は再任用職員の支給率 

 

（オ）地域手当 

支 給 対 象 地 域              全  域 

 
支 給 率         （％） 3 

支給対象職員数（人） 16 

国の制度（支給率）         （％） 3 

 



- 国保 49 - 

 (カ）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当の基本額 

区  分 

2 0 年勤続 

の者 

(月分) 

2 5 年勤続 

の者 

(月分) 

3 5 年勤続 

の者 

(月分) 

最 高 限 度 

の者 

(月分) 

その他の      

加算措置等 
備 考 

支
給
率
等 

定年前

早 期 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退 

職者特例措置 

(2%～45%) 

 

定年 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし 

 

国の制度 

(支給率等) 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退 

職者特例措置 

(2%～45%) 

 

 

（キ）特殊勤務手当 

区  分 全職種 
代表的な職種  

一般行政職 技能労務職 

給 料 総 額 に 

対 す る 比 率 

％ 

0.16 

％ 

0.16 

％ 

支 給 対 象 職 員 の 比 率 

（平成３１年１月１日現在） 

％ 

12.50 

％ 

12.50 

％ 

代表的特殊勤務手当の名称 普通税務手当 

 

（ク）その他の手当  

区   分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 異 

 

持 家 

（市） 

4,500円 

 

      （国） 

      ―    

 

通 勤 手 当 異 

 

 

交通機関 

利 用 者 

 

交通用具 

利 用 者 

（市） 

 

       全額限度 

    （55,000円） 

 

   6,400円 

  ～ 31,600円 

（国） 

 

最高限度 

    （55,000円） 

 

    2,000円 

  ～ 31,600円 

 



- 国保 50 - 

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

（単位 千円） 

事   項 限度額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降 

の支出予定額 

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 市 債 その他 

   年度   年度      

コンビニエンス

ストア収納代行

委託料 

8,833 平成30 6,225 平成31 2,608   2,608  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 


